
 
Ｄ－２有害化学物質による地球規模海洋汚染の動態解明と予測に関する研究(H15～H17) 
 
＜研究課題代表者＞ 
独立行政法人国立環境研究所化学環境研究領域 

主任研究員 功刀正行   
 
＜研究参画者の所属機関＞ 
国立環境研究所、産業技術総合研究所、兵庫県健康環境科学研究センター、静岡県立大学、
東京薬科大学、東海大学 

 
＜研究の概要（背景、目的、内容）＞ 

農薬、残留性有機汚染物質、重金属など、人為起源有害化学物質による海洋汚染は広
域化し、海洋生態系への影響、ひいては地球環境そのものへの影響が懸念されている。
こうした中、2001年に残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）が
成立し、対策と共にこれらの化学物質の地球規模での監視が重点施策として挙げられて
いる。しかしながら、特に海洋監視に求められる有害化学物質の濃度レベルは極めて低
く、観測手法を含め、実用化までのハードルは高い。これに応えうる海洋汚染観測手法
の確立と広域海洋汚染動態の把握、さらには、海洋中での分解・変質過程および海流や、
大気の流れをもとにした輸送過程を含めた動態モデルの構築によって実現される有害化
学物質による海洋汚染予測手法は、POPs条約を含めた有害化学物質の監視・対策のため
に早急な確立が必要とされている。 
我々が、平成12年度より本推進費により開発した商船を利用する地球規模の海洋観測

態勢は、その広域性と共に極めて低濃度の観測を可能としており、こうした要求に応え
ることのできる優れた手法である。本研究では、太平洋を重点海域と定め、汎用的な商
船を用いた高頻度観測態勢の確立による汚染動態の把握と解明、各種汚染物質の海洋に
おける分解・再合成などの変質過程の解明と有害性評価、有害化学物質の海洋における
輸送・拡散モデルの開発を行い、これらを総合することにより、難分解性有機汚染物質
を含めた有害化学物質の監視・規制に資する海洋汚染予測手法を確立することを目的と
する。 
 

＜研究終了時の達成目標＞ 
(1)海水中のPOPs条約対象物質および追加の可能性がある物質の捕集法および分析法の確立、
商船利用態勢の汎用化により、主として太平洋海域における有害化学物質による海洋汚染の
実態を把握し、有害化学物質の濃度分布の地域変動、季節変動を明らかにする。 
(2)多環芳香族炭化水素（PAH）及びPCB水酸化体の高感度分析法の確立、地球規模海洋汚染の
実態の解明、PAH・PCBの光生成・消滅過程を考慮した定量的な運命予測を行うとともに、こ
れらの水酸化体の全エストロジェン活性（環境ホルモン活性）に占める寄与を明らかにする。 
(3)海洋大循環モデルを用いた有害化学物質挙動予測モデルを開発し、海洋における有害 
物質の輸送拡散過程を明らかにする。さらに数値実験の結果を解析して、観測データ
の分布から実際の発生源・輸送経路を推定する手法を確立する。 

 
 
＜平成15年度実績（50,975千円）＞ 
・南太平洋、南米沿岸域、南極海を航行する商船に、小型海洋汚染観測システムを開発、
搭載し、観測を実施。商船利用海洋観測拡大のために船種毎の海洋汚染観測最適条件を
検討し、広汎な有害化学物質に対応するための分析法、捕集法の検討を行った。 

・PAH・PCB水酸化体をGC/ICP-MS法により定量する方法を開発した。海水中のPAHの分解速
度、水酸化体の生成速度及び分解速度の測定と反応における量子収率を求めた。酵母t
wohybrid法によるエストロジェン活性の評価及び精度管理手法を確立し、海水中に含ま
れるPAH及びPCB水酸化体の活性測定の利用に際しての問題点を明らかにした。 

・海洋大循環モデルを気候値データで駆動し、北太平洋を対象とする定常的循環場を構築
した。また、有害物質の変質過程を取り入れた局所化学物質挙動モデルを開発した。 

 
＜平成16年度実績(48.425千円)＞ 
・日豪間の観測を継続するとともに日米間の観測を実施し、観測時期を含めた効率的な観測態
勢、動態解明に必要な追加観測海域を検討した。前年度捕集試料の分析を行った。商船を利
用した海洋観測を拡大するため２種の船種を選定し、観測を実施する最適条件を検討した。 
・開発した分析方法及びエストロジェン活性測定法により、太平洋における PAH･PCB 水酸化体
分布の把握とともにエストロジェン活性との相関を調べ、本活性を発現する化合物の性質を
明らかにした。水酸化体の生成速度及び分解速度に対する共存有機物の影響を明らかにした。 
・北太平洋の定常循環場に局所化学物質挙動モデルを組み込んだ有害物質挙動モデルを 
開発し、北太平洋におけるモデルの調整・感度解析を行った。有害物質の起源の場所、
強度をいくつか仮定して有害物質挙動予測モデルを用いた複数のケーススタディを実
施した。 

 
＜平成17年度計画(38,580千円)＞ 
・北太平洋および北極海の観測を実施し、有害化学物質による海洋汚染動態解析を行い、
総合的なモデル化に資する情報を提供する。また、篤志観測船を利用した地球規模の海
洋汚染観測システムについて、将来の展開に向けた提案を行う。 

・海洋動態モデルに必要なPAH･PCB水酸化体濃度の海域、季節ごとの変動、分解・生成速
度データを提供し、PAH･PCB水酸化体の海洋環境における挙動を解明する。さらに、エ
ストロジェン活性に占める水酸化体の海洋汚染物質としての重要性を評価する。 

・ケーススタディの結果を集積して総合的に解析し、観測データから発生源・輸送経路を
推定する手法を確立する。実際に観測データをもとに可能な有害物質について発生源の推
定を試みる。 

 
＜国外の協力・連携機関、研究計画名＞ 
IMO（国際海事機構）、MEPC（海洋汚染保護会議）、POPs条約締結国会議 
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　　D2(1)観測・分析手法の確立
　重点観測域：太平洋全域
対象物質：POPs、農薬、有機スズなど
船種毎の観測システム搭載マニュアル
対象物質の拡大　　　　　分析法の確立
　　　　　　　　　　　　捕集法の検討

D2(2)分解・変質機構、有害性評価
　PAH・PCBなどの分解・変質過程
　分解・変質物質の分析法確立
　広域観測
　有害性評価　　　　　イムノアッセイ

試料・観測データ提供

捕集法への提言等

観測海域・頻度に関する提言

実測データ提供

気象・対象海域情報提供

分解・変質情報提供
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　D2(3)起源・輸送・拡散解析
　起源情報収集
　気流・海流・循環など物理過程モデル
　実測データ解析

　
　シミュレーション

予測（総合解析）
監視・規制への提言
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